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1.　本書の内容

　本書は、日本近現代史及び社会経済史・経営史研究の分野で着実な成果を挙げ続けている著者

が、両大戦間期に起きた新たな消費パラダイムの画期性に着目し、通信販売や月賦販売を分析対

象として、消費のあり方と日本型流通の構造的特徴との相互関係を視野に入れつつ、大衆消費社

会の形成プロセスを実証的理論的に論じた力作である。まずは本書の構成について触れた後、各

章の概要を紹介し、若干のコメントを加えつつ、本書の研究史上の意義にについて確認していき

たい。

　本書の構成は以下の通りである。

　序章　問題の所在

　第Ⅰ部　戦前期日本の通信販売

　　第一章　数量的概観と担い手の性格

　　第二章　代金引換郵便の意義と「限界」

　　第三章　百貨店による通信販売の日本的展開

　　第四章　通信販売による宇治茶ブランドの全国展開

　　第五章　婦人雑誌代理部の歴史的役割

　　補論　同業者組織による通信販売の規制―自転車の場合―
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　第Ⅱ部　戦前期日本の月賦販売

　　第六章　数量的概観と担い手の性格

　　第七章　基盤整備の遅れと経営的対応

　　第八章　伊予商人による漆器販売の地域的展開

　　第九章　月賦百貨店の成立と大衆市場

　終章　総括と展望

　日本における大衆消費社会の成立に関する歴史的評価について、従来先行研究では戦後史の枠

組みの中で特徴を求める見方が根強い一方、近年大衆消費社会の萌芽を両大戦間期に求める見方

が提起されはじめてきている（注 1）。本書も基本的にはそうした見方を引き継ぎ、両大戦間期

における大衆消費社会の形成のプロセスを捉えることを意図している。とりわけ戦間期の歴史的

画期性として提示している概念が「モダニティ・パラダイム」である。著者は、両大戦間期に衛

生・栄養・健康・能率・科学といった「合理的」な生活像と、美容・流行・娯楽に関わる「享楽

的」な大衆文化を伴う新しい生活モデルが新中間層を中心に萌芽的に生じていくことで、これま

でになかった抽象的欲望が登場することに着目し、抽象的欲望の構成要素として、モダニティと

総称される上記のような新しい生活モデルの諸価値感が急浮上しはじめる当該期には、モダニ

ティの篩いにかけられた消費のパラダイムが起きていったとして、その意義を強調している。他

方、戦間期日本では標準化された画一的な規格品を大量消費するという消費パターンの展開が限

定的であった点にも留意すべきとし、日本型大衆消費社会は標準化への圧力という動因を埋め込

まれながらも、嗜好の多様性に富むダイナミズムを抱えながら、消費の拡大が実現していったプ

ロセスなのだとしている。そして、このモダニティ・パラダイムと多様な嗜好との消費のせめぎ

合いの中で、柔軟な経営的対応を果たしていった流通機構として、小売業の「零細過多」性と卸

売業の多段階性が組み合わされている日本型流通の特質を射程に収め、消費と流通との影響を実

証的に分析する方法として本書では、市場の地域性を乗り越える小売形態である通信販売と、市

場の階層的制約を乗り越える小売形態である月賦販売が戦略的に取り上げられ、研究対象として

分析がなされていく。

　このうち第Ⅰ部ではまず戦前期日本における通信販売の諸側面について描かれる。

　第一章では通信販売の数量的外観と担い手の性格について整理している。とりわけ 1896年か

ら開始された代金引換郵便が通信販売において重要な意義を持っていた点に注目し、代金引換小

包個数の変遷から 1890年代後半以降 1922年までの増加傾向と、1923年以降の停滞局面を明らか

にするとともに、通信販売における内地市場依存割合の高さを抽出している。一方、1920年代

半ば以降の通信販売停滞の要因について著者は都市化の進展と、従来先行研究であまり明示され

てこなかった露店行商から店舗小売業への営業形態の転換に伴う小売店舗網の整備をあげてい

る。またその中で通信販売における代引個数の分析から、その需要について北海道、東北、九

州、沖縄の合計が内地計の過半を占めていたこと、対して供給側は東京、大阪、京都、愛知と
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いった地域に集中していたことを解明し、通信販売の担い手には百貨店に代表される「都市型通

販」と京染呉服や宇治茶に代表される「地方産品型通販」の二形態があり、地方産品型通販の一

定の比重から中小零細業者を含む通販業の多様な担い手の存在を明らかにしている。

　第二章では代金引換郵便の持つ限界性について述べており、通信販売に係る消費者保護制度が

未整備であった戦前期においては、不正行為の抑止が十分ではなく、直接利用者と接する現場の

郵便局員から対応策が提起されることもあったものの、取引内容に関わる責任を追う立場にな

かった郵便局の改善策は実行されることがなかった点、1910年代半ば以降逓信業務の取扱高の

急増による事務負担の増加から、代金引換郵便における居宅引換制度（戦前期において代引は基

本的に配達されず、局に留め置かれる仕組であったが、直接居宅まで代引小包を配達する制度）

が業務整理の一貫として 1923年に廃止され、7年間しか運用されなかった点を挙げ、戦前期日

本における通信販売成長の限界を制度面から把握する試みがなされている。

　第三章では都市型通販について百貨店を分析対象に通信販売の展開過程を検討している。百貨

店の通信販売は三越や高島屋等いわゆる呉服店系百貨店によって 19世紀末から 20世紀初頭にお

いて開始され、1910年代から 1920年代にかけて一定の展開を果たしたとする。百貨店の通信販

売の顧客層は主に地方の富裕層であり、地方商店にはない大都会の流行品や洗練された高品質の

商品を取り扱うことで差別化を図っていた。一方で通販利用にあたって顧客が参考とするカタロ

グや小冊子については、取扱品目の一覧と定価表の記載があるものの、個別アイテムの紹介は部

分的であり、顧客は品目と価格のみを指定し、店側が顧客に代わって個別アイテムを選択すると

いう「代理選択」制による通信販売が行われていた。代理選択制が主流となったことについて著

者は百貨店側の要因を挙げ、地方における衣料品を中心とした嗜好の複雑多様性への対応や、相

対的な小売マージンの低さから来る在庫管理の難しさ、販売管理費の増大から日本では損益分岐

点が高かった点などを挙げているが、一方で地方の顧客としても、地方では都市の流行情報や商

品情報にかける情報探索コストの問題があり、加えて座売り等陳列販売以前の在来的購買習慣に

も馴染んでいたことから、ストア・ブランドを確立させていった百貨店に商品の代理選択を一任

させることに一定の利便性と合理性を感じていた点を指摘している。この代理選択制による通信

販売を補完する意味でも百貨店の地方出張販売は重要な商法の一つであったが、1920年代半ば

以降、関東大震災（顧客名簿の焼失）、昭和恐慌、百貨店自制協定に伴う出張販売の抑制等に伴

う状況の変化や、地方百貨店の勃興、マスメディアの発達と地方小売店の対応など、地方にも自

由な商品選択機会が拡大していったことで、百貨店の通信販売事業自体は停滞もしくは縮小傾向

を辿ることとなったことを明らかにし、1930年代に入っても百貨店は、利益率の観点から日用

雑貨類のカタログ通販に本格的に踏み切ることがないまま、富裕層を対象とする事業モデルから

転換することが出来なかった点を指摘している。

　第四章では地方産品型通販を検討する上で宇治茶を取り上げ、宇治茶ブランドの全国展開と通

信販売事業との関係について分析している。日本茶は幕末維新期において、製糸業に次ぐ重要な

輸出産業であったが、1880年代以降、輸出量が伸び悩むようになり、内需依存型産業への転換
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を求められるようになる。とりわけ宇治茶は高品質、高価格という商品特性上、価格競争の点で

他の産地よりも早く輸出市場から退場する状況に直面していた。また国内においても一番茶が輸

出向けとされる中、中間流通段階において他産地茶との混合による合組がなされるなど流通過程

における品質悪化が問題となっていた。宇治茶における通信販売の展開の要因について著者は、

品質管理の立て直しのため、こうした中間流通を排除する販売チャネルが求められるようになっ

たことを挙げている。宇治茶の通信販売広告は初期において仏教雑誌を主要な媒体としており、

仏教徒等「特別の嗜好家」を中心に販路を拡大、その後商標設定の動きや新聞広告・郵便広告を

利用する中で富裕層を中心に顧客層の広がりがみられていった。このことは産地業者が品質維持

向上努力を正当な対価で吸収する販売チャネルを有したことを意味し、中間流通不正の牽制に

なったと著者は指摘する。一方、1920年代半ば以降、ビタミン、保健、衛生、営養といったモ

ダニティの諸価値感に伴う新たな消費パラダイムが、茶需要の大衆化に影響を与えるようになっ

ていったことで宇治茶の通信販売は転機を迎えたことを実証的に解明し、産地間競争の激化も相

まって、宇治茶業界は組織的なマス広告の必要性から宣伝と販売が分離する傾向を見せ、1930

年代以降小売通販は流通チャネルとしての位置付けを低下、卸売活動に重点が置かれるように

なったことを明らかにした。

　第五章では「実用派」婦人雑誌が近代家族モデルとしての「主婦」役割の形成とそれに伴う実

用知識や技能・モラルの体系を明らかにしてきた先行研究を踏まえつつ、そこに立ち現れた新た

な消費のパラダイムに対し、婦人雑誌自らが代理部通販という新たなチャネルを設定し対応して

いった点に着目し、その歴史的役割について論考している。婦人雑誌代理部は委託販売に基づく

通信販売方式を採り、雑誌発行部数の拡大と共に事業を急拡大していった。記事広告と連動しな

がら商品の「推奨機能」を果たすことで、代理部が一種のブランドになっていったが、百貨店通

販と異なっていたのは、百貨店が専門の図案家による流行の創出を目指し、代理選択制の下、個

別アイテム自体の流行を図るものではなかったのに対し、代理部の商品査定は、ほぼ一品目につ

き一アイテムを推奨する形をとり、「素人」からの図案懸賞募集を企画するなど「大衆」の趣味・

嗜好を吸い上げていた点であり、既存の流通機構が掲載商品を取扱い始めることで通信販売とい

う流通チャネルとしての位置付けは低下したことを踏まえつつも、婦人雑誌代理部が流行の大衆

性と均質性の訴求に果たした役割を解明した。

　また補章では通信販売が同業者組織との利害対立が生じやすい小売革新の一形態であった点に

着目し、戦前期において自転車産業では小売通販ではなく、問屋による小売店への自転車部品の

卸売通販が進展していた事例から、同業者組織による小売通販への規制が有効に機能した側面を

抽出している。

　第Ⅱ部では続いて戦前期日本における月賦販売の展開について描かれる。

　第六章においてまず、月賦販売の数量的概観と担い手の性格を分析した上で、月賦販売は
1880年代半ばから 1900年代において、洋服類を手始めとして形成され、1920年代半ば以降、百

貨店への対抗手段として本格的な発展期を迎えたとしている。1930年代において月賦販売の対
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象の中心となったのは紳士服や革靴等新中間層向けの商品のほか、荷物運搬用自転車、店頭用ラ

ジオといった仕事用品等であり、家庭向けラジオや家具、時計、貴金属、蓄音機等家庭用品とし

ての「消費」財にも一定程度広がりを見せていたが、全面的に開花していたわけではなかった点

に留意すべきとし、その上で月賦販売の担い手は中規模経営以上の伊予商人による家具販売や、

大手メーカーの動きもみられるものの、中心は小零細経営にあったことを明らかにしている。

　しかし、戦前の月賦販売の平均掛倒れ率は 3～7%と無視できない割合を示していた。第七章

ではその要因として、売り手の権利保護と取引の健全化に必要な社会的信用を担保する法律の未

整備、流通業に対する低い銀行評価もあり販売金融会社がほとんど生まれなかったこと、信用調

査機関が存在せず消費者の信用度合いは商人の経験に拠るほかなかったことなど、戦前期におけ

る法律・金融・信用調査機関といった基盤整備の遅れに求めている。この結果高い掛け倒れ率が

価格に転嫁され、消費者における月賦販売に対するイメージは「高かろう悪かろう」という評が

なされてもいたが、各小売商は、そうした諸基盤整備の遅れを織り込みながらも経営的対応に

よって月賦販売を行っていった。洋服商では、官公庁・銀行・大会社などの職域における購買組

織の指定商人になる「職域指定商人方式」や、引き渡す商品の金額よりも預かる掛金が多くなる

講会方式などによって掛け倒れのリスクを減少させていた。また自転車商でも同じような講会方

式が行われていたほか、貯蓄月掛販売を導入し、商品を先渡しにせず、月々の代金の支払いが全

期間の半ばに達した段階で引き渡すなどの対応がみられた。1930年代半ば以降登場した、総合

割賦購入斡旋業である百貨サービスも、手数料収入を加盟店から徴収したり、購入代金は個々の

会員からではなく会員グループの世話役がとりまとめた代金を受け取る方法を採るなどしてい

た。もっとも、講会方式や貯蓄月掛方式は商品の引き渡しの先延ばしでもあり、その意味では戦

前期の月賦販売は市場拡大に限界を抱えていたとしている。

　第八章と第九章では基盤整備の遅れに対する伊予商人の経営的対応を具体的に検討している。

伊予商人は戦前期において漆器行商販売から常設店舗を構える形で都市部へ進出するとともに家

具等に取扱品目を拡大、第二次大戦後は家電取扱も開始するなどしながら 1960年代の最盛期に

は全国 700店舗以上の広がりをみせた小売商人である。このうち第八章では「曽我部家資料」を

通して曽我部千代吉の活動を検討し、漆器販売においては 1900年代に月賦販売を導入したこと

で購入点数の伸びとともに売上げが大幅に増加していったことを抽出し、購入顧客層は職業的に

は商業者が多いものの富裕層ではなく、近世以来豪商 ･豪農のステータス・シンボルであった膳

椀類について、漆器月賦販売が中間層に購入機会を拡大する契機となった歴史的意義を提示して

いる。また第九章では 1910年代半ば以降における曽我部千代吉の大阪進出を分析し、大阪進出

以降漆器売上比率が低下した反面、家具類販売の比重を高めていったことで、1人当たりの購入

点数は減少するものの客単価の増加傾向を遂げた点を明らかにしている。大都市部では冠婚葬祭

の商業化により、自宅での膳椀類を使用した饗応習慣が希薄化していたことに加え、伊予商人が

営業地域固定化により互いに商圏を侵さない商業活動を行っていたこともあって、同一商圏での

販売継続に取扱商品の拡大は欠かせない要素だった。しかし、大都市部での月賦販売は大都市部
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における人口移動性の高さから代金回収難の高いリスクが伴うとともに、事業の急成長による多

額の運転資金の必要性など、価格転嫁への圧力は経営に常に存在していた。集金率の改善、人件

費や店舗運営費の抑制によって一定程度の価格低下は実現していたものの、百貨店等に対する伊

予商人の優位性は、新中間層や一部の労働者の強い生活向上欲求に対応する月賦販売という販売

方法にのみ存するものだった、と位置付けている。

2.　本書の意義と論点

　以上のように、本書は大衆消費社会の形成プロセスについて「モダニティ・パラダイム」の視

角から両大戦間期の歴史的画期性を抽出し、近代日本における新たな消費パラダイムの胎動を通

信販売、月賦販売の実証的分析から迫る意欲作である。1910年代以前において通信販売は富裕

層または高級品市場を主たる対象とし、月賦販売も十分な広がりを持てていなかった。しかし両

大戦間期に衛生・栄養・健康・能率・科学といった「合理的」な生活像と、美容・流行・娯楽に

係わる「享楽的」なモダニズム的大衆文化に立脚した、新たな抽象的欲望の体系が日常生活を豊

かにするという視点に立った生活向上欲求として立ち上がってくるようになる。このモダニ

ティ・パラダイムに地域的・予算的制約を超えた購入手段を提供したのが、通信販売と月賦販売

であった。もっとも、当該期個別的な財のレベルにおいては、ただちに市場を標準化しきってし

まうには至っておらず、嗜好の地域性や変化のあり方自体の多様性を捨象してはならないもの

の、通信販売や月賦販売は上記のような消費に彩られた日常生活に実態を与える機会となって

いったのである。このように、両大戦間期を「モダニティ・パラダイム」という概念を用い「日

本型大衆消費社会の胎動」が生じた時期として捉える視座を本書は巧みに描き出している。

　日本における大衆消費社会の萌芽を両大戦間期に求めるという点については、先に述べたよう

に研究史上で提示されてきている論点であり、この意味において、本書の提示する両大戦間期の

画期性は先行研究の見方を引き継ぐものであるが、本書の斬新さは、大衆消費社会形成プロセス

に果たした小売商の意義を歴史的に位置付けるべく、通信販売と月賦販売の展開過程を分析対象

とした点にあるといえよう。商業論・流通論の先行研究では、日本における小売業の「零細過

多」性と卸売業の多段階性の要因について、保護的な小売商業政策、流通系列化、商店街の柔軟

な市場対応力等が挙げられてきた。また、生活史研究の分野では、両大戦間期に登場する「合理

的」な生活像や「享楽的」な大衆文化の諸側面について明らかにされてきている。一方で両者の

研究はあまり接点がないままに研究が進められてきた。本書は上記研究状況を丹念に踏まえた上

で、小売商が通信販売・月賦販売による経営的対応を図り、両大戦間期におけるモダニティ・パ

ラダイムに柔軟に対応していった側面を抽出し、両大戦間期における小売商が日本型大衆消費社

会の形成において重要な役割を果たしていたことを実証的に明らかにしている。

　例えば第Ⅰ部第三章では百貨店の通信販売が代理選択制を用いながら、市場の標準化と嗜好の

多様性に柔軟に対応していく側面と限界を描き、第四章では宇治茶ブランドが「番茶」という在
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来的嗜好の地域性に対し、モダニティの諸価値観を通じて対峙していくことを指摘しているよう

に、モダニティ・パラダイムと多様な嗜好性に対応する小売業の関係を、小売商の市場像と品揃

え物の動態から迫る本書の研究史上の意義は大きい、といえよう。この点、第Ⅰ部第五章の婦人

雑誌代理部ではモダニティ・パラダイムに対する市場対応の実態について婦人雑誌というマスメ

ディアをも視角にすえ、その代理部が果たした推奨機能に基づく代理部通販と既存の流通機構と

の歴史的役割について巧みに描き出している。第Ⅱ部においても、曽我部千代吉商店の販売商品

の分析を通じて、ハレの日（見せびらかし）の商品である膳椀類から、家具等日常生活における

豊かさ実現のための商品に取り扱いがシフトしていく消費パラダイムが明らかにされている。曽

我部千代吉商店の両大戦間期における活動が大阪という大都市部に比重を移していくこともあ

り、市場の標準化と嗜好の多様性への対応という論点についてはやや後景に退いている印象を受

けたが、漆器販売から家具販売へ転換する伊与商人の経営対応を、伊与商人の成長モデルの抽出

という論点に留まらず、モダニティ・パラダイムとのせめぎ合いという論点にも接合することで

本書の視角により膨らみを持たせることに成功している。

　また、本書の意義として挙げておきたいのが、通信販売と月賦販売の担い手のみならず、その

顧客層との関係を実証的に明らかにしている点である。著者は一次史料から小売商の品揃え物の

動態と購買層を抽出し、通信販売では都市型通販・地方産品型通販の形態があったこと、そして

月賦販売においては純粋な「消費」財購入が限定的であり、紳士服や靴、仕事用品が主流であっ

たことを解明すると共に、そうした商品の購買層が両大戦間期において、新中間層や新中間層世

帯の生活様式を追従し始めた工場労働者世帯に広がりをもっていく様相を丁寧に描き出してい

る。消費者層の具体的な分析は史料上の制約もあり従来先行研究でもあまり踏み込めておらず、

こうした顧客層の解明は非常に重要な研究成果といえる。顧客層の分析では、通信販売の代引小

包配達数から通信販売は北海道、東北、九州・沖縄といった地方における利用が多かったことが

本書では指摘されている一方で、戦間期における月賦販売の分析は実証的には大阪という大都市

部をフィールドとしており、第Ⅰ部と第Ⅱ部において顧客層の分析フィールドは必ずしも一致し

ていない。しかし、第Ⅱ部においても地方における月賦販売の利用状況について近畿、中国、四

国地方の事例を取り上げ、全国的な視野から通信販売と月賦販売の利用者層の関係について実証

的に明らかにしている点は高く評価すべきである。こうした研究上の意義の中で一点疑問を持っ

たのは、本書では明治期から昭和戦前期に小売業態が、行商から店舗小売業の比率が高まること

を指摘している一方、第Ⅱ部の曽我部千代吉商店の活動からは、1930年代においても大阪以外

の地域で移動陳列販売が続けられている事例を挙げていることである。店舗小売業による商業集

積が果たした歴史的役割を考える際に、曽我部千代吉商店にみられるような両大戦間期の移動陳

列販売の事例をどう位置付けるのか、日本における大衆消費社会の形成プロセスを考える上で今

後の著者の研究に期待したい。

　実証性という点では、戦前期の統計史料がほとんど残されていない中で数量的概観を提示した

ことも注目すべき本書の成果であり、通信販売については国際比較を行うことで、先行研究では
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「徒花」とされてきた戦前期通信販売の評価を再検討している。更に通信販売最大手とみられる

百貨店の全国シェアは数 %程度であったとみられること、このため地方産品型通販の担い手を

中心に、戦前期の通信販売には、中小零細業者を含む多様な担い手が参入していたことを明らか

にしている。こうした見通しは、今後通信販売を歴史的に研究する際の重要な前提となっていく

と共に、消費のモダニティ・パラダイムに対応する中小小売商の果たした役割を抽出する上で重

要な指摘である。一方、あえて若干の疑問を呈するならば通信販売、月賦販売の分析を通じて大

衆消費社会の胎動に接近するという本書の視角は、百貨店等大規模小売業の影響が相対的に小さ

く描かれてしまうおそれがあり、当該期小売業界における通信販売、月賦販売の比重は相対化し

て考える必要があるのではないだろうか。

　この点について論点を提示しておきたい本書では百貨店についても分析対象として取り上げて

はいるものの、百貨店の通信販売は両大戦間期のモダニティ・パラダイムに対応しきれなかった

点が強調され、月賦販売も積極的に行わなかった業態として描かれている。しかし、百貨店は
1920年代から 1930年代にかけて大都市部から地方都市へ店舗の全国的展開を果たしており、戦

前期日本における百貨店の大衆化と地方進出は通信販売や月賦販売以上のインパクトを持ってい

た可能性がある。そのことは通信販売や月賦販売の国内における販売高と百貨店とを比較するこ

とでより明確になるだろう。本書では 1939年時、小売総額における通信販売高のシェアを 2.4%

と推定しているが、同年の臨時国勢調査における百貨店 203店舗における販売高は 6億 6897万
3000円でシェアは 4.3%と通販市場の 1.8倍に達している。また、1930年代半ばの東京における

月賦販売の推定総額について、行商月賦等を除き少なく見積もってと本書では留保した上で約
7296万円、東京市小売総額に対するシェアは 7.6%と推定しているが、1931年から 1932年にか

けて東京市によって行われた商業調査によれば（注 2）、百貨店の販売高は 2億 3500万円でシェ

アは 24.5%と月賦販売高を圧倒している。

　また両大戦間期における百貨店が大きな影響力を持っていたことは 1937年に百貨店法が制定

される等法整備がなされたことからも傍証することが出来る。本書では、戦前期日本の通信販売

において居宅引換制度の展開が限定的だった点、月賦販売において販売金融会社、信用調査機関

がほとんど存在しなかったことが掛倒れ率の高さと価格への転嫁に繋がっていた点、また通信販

売、月賦販売ともに取引の健全化に必要な社会的信用を担保する法制度が未整備であった点を指

摘し、通信販売、月賦販売の限界性に留意している。この論点は大衆消費社会の形成過程を考え

る上で非常に示唆的であるが、通信販売と月賦販売のインフラや法制度が政策課題として挙げら

れなかったことは、翻って市場の規模の小ささと関係しているのではなかろうか。通信販売や月

賦販売の歴史的意義については十分に評価すべきであるが、同時代における他業種とのシェア等

を比較することで、大衆消費社会形成への影響がより明確になると考える。またそう考えたとき

に都市部における月賦販売の顧客についても、百貨店利用との比較から、新中間層に月賦利用が

広がりを見せていたとはいえ、一方で月賦に拠らない購買層が多く存在していたことが想定され

る。著者の分析を踏まえ、より新中間層の内実にフォーカスしていく研究が今後必要になってく
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るだろう。

　もっとも本書は百貨店の急速な発達や、あるいは公設・私設の小売市場の影響自体の意義を決

して否定しているわけではなく、そうした中で戦前期に進展した商業集積のもつ意味を展望にす

えつつ、中小小売商の持つ市場対応力のもつ重要性を指摘するものである。本書は大衆消費社会

に関する研究に新たな方向を示すものとして、研究史の中に高く位置付けられるものと言えよ

う。

　最後に、やや繰り返しになるが、両大戦間期の画期性の視角として本書を通じ用いられている

「モダニティ・パラダイム」は、和風か洋風か二項対立に収斂しない「合理的」な生活像と「享

楽的」な大衆文化を抽出する概念として、また嗜好の多様性と標準化への圧力が並存するとい

う、日本型流通の基底にある「日本型消費」を分析する概念として有効であり、生活史研究、流

通史研究の先行研究を架橋する枠組みを与えるものとして、本書では提示されているが、「モダ

ニティ・パラダイム」は大衆社会論の観点や、地域と軍隊といった日本近現代史の議論とも接合

していくことで更に大きな議論となり得るように思われる。

　大衆社会論では、大衆社会状況下の政治と社会の構造変容や、消費文化、大衆文化に着目した

政治社会史等の先行研究から、名望家社会から大衆社会への変化の枠組みについて一九二〇年代

に画期が措定されてきており（注 3）、近年の「軍隊と社会・地域」論においても軍隊駐屯や演

習と地域社会との関係を、消費やインフラ整備の論点も踏まえて捉え直す研究が進展している

（注 4）。こうした両大戦間期における政治史、軍事史、地域史の先行研究と本書の成果がとり結

ばれることで、日本近現代史研究に対する、より大きな視角が得られるのではないだろうか。今

後の研究を期待して提起しておきたい。

注
（1） 三和良一『概説　日本経済史　近現代（第二版）』（東京大学出版会、2002年、初版は 1993年）、橋本寿朗『現

代日本経済史』（岩波書店、2000年）
（2） 『東京市商業調査書』（東京市、1933年）
（3） 安田浩「総論」『シリーズ日本近現代史－構造と変動三　現代社会への転形』（岩波書店、1993年）、大門正克
『近代日本と農村社会－農民世界の変容と国家』（日本経済評論社、1994年）、源川真希『近現代日本の地域政
治構造』（日本経済評論社、2001年）、大岡聡「戦間期都市の地域と政治―東京・「下町」を事例にして」（『日
本史研究』 第 464号、2001年）

（4） 荒川章二『軍隊と地域』（青木書店、2001年）、河西英通『せめぎあう地域と軍隊』（岩波書店、2010年）
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